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4) 活動４. 技術適合調査 

ア．ボゴール農科大学による材質試験 

 インドネシアの人工林樹種のうち 6樹種の材質試験をボゴール農科大学（IPB）に委託し

て実施した。 

試験した木材は、ジャボン（Antocephalus cadamba）、マホガニー（Swietenia 

macrophylla）、ゴム（Hevea brasiliensis）、アカシア・マンギウム（Acacia mangium）、

センゴン（Albizia falcataria）、メリナ（Gmelina arborea）の 6樹種である。ボゴールの

IPB 近くの製材所から各樹種 3 本ずつ購入し、選定した（写真 20）。すべての樹種はボゴ

ール近郊の住民植林地から伐採されたものである。 丸太は、伐倒木の地際から 200cm 以下

の部分を切り出し、製材所で帯断され、6cm×12cm×200cmの大きさの板を製材した。こ

れらの板を IPB の実験室に搬入し、気乾状態まで乾燥した（写真 21）。これらの気乾状態

の板から無欠点の試験片（3 cm×3 cm× 60 cm）を用意した。  強度試験及び密度試験用

のサンプルとして、これらの無欠点の試験片を無作為に選択した。 

サンプル用の各樹木から、強度試験用に５個の試験片、密度試験用に７個の試験片を使用

した。強度試験（曲げ強度試験（MOR）、曲げヤング係数（MOE）、繊維方向に平行な引張

強度、繊維方向に

平行な圧縮強度、

繊維方向に平行な

せん断強度）を、

JIS Z 2101-2118

規格に従って、

Chun-Yen 万能試

験機で試験した。 

 

        写真 20 試験に使用した樹種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 21 乾燥中の板材 

 

57



 JIFPRO令和４・途上国森林ナレッジ活用促進事業 

 

 

 

試験項目は次の通りである。 

 

i) 気乾密度 

乾燥後、含水率 10～15％程度に調製した試験片を直ちに 0.01g の精度で秤量し、試験片

の断面の辺と繊維方向の長さを 0.1mm単位で測定し、試験片の体積を計算した。試験片の

密度は、次式に従って計算した。 

 

𝜌𝑜 =
𝑊𝑜

𝐿𝑜𝐵𝑜𝐻𝑜
=

𝑊𝑜

𝑉𝑜
 

 

ここで、 

Wo = 気乾密度状態での試料の重量(g) 

Lo = 気乾状態での試験片の長さ（単位：cm）。 

Bo = 気乾状態での試料の幅(cm) 

Ho = 気乾状態での試験片の高さ（単位：cm）。 

Vo = 気乾状態での試料の体積(cm3) 

 

ii) 曲げ強度（MOR）・曲げヤング係数（MOE）試験 

静的曲げ試験は、3点曲げ方式で実施した（写真 22）。 試験片の支持点間の距離は 280mm

である。試験中、5mm/minの一定の荷重速度が適用された。 

試験片に接触するローディングヘッドの外縁は半径 30mm であった。試験片は、曲げ動

作に自由に追従できるように両端を支持した。長さ方向の中間点における試験片のたわみ

を、外側の荷重点を基準にして測定した。曲げ弾性率（MOE）および曲げ強度（MOR）は，

次式に従って計算した。 

 

𝑀𝑂𝑅 =
3

2

𝐹𝐿

𝑊𝑇2    𝑀𝑂𝐸 =  
𝐿3

4𝑊𝑇3

∆𝐹

∆𝓵
 

 

ここで、 

F = 最大荷重（kg） 

L＝スパン（cm） 

W＝幅（cm） 

T = 深さ、単位は cm 

ΔF/Δl＝変形の増分に対する荷重の増分（kg/cm）  
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写真 22 ジャボンの曲げ試験の状況 

 

iii)  繊維方向に平行の圧縮試験 

圧縮試験用の試験片の寸法は、20mm×20mm×60mmであり、荷重を木目に平行に付加

した。結果の正確性を確保するため、長方形の試験片の両端を平滑にし、荷重方向に垂直な

るようにセッティングした。試験中、上部と下部の圧縮板を平行に保つようにした。試験中、

荷重の付加速度は 0.50mm/min で一定に保つようにした。圧縮強度は、次式に従って計算

した。 

圧縮強度 = 𝐹/𝐴 

 

ここで 

F = 最大荷重（kg） 

A＝断面積（cm2） 

 

iv) 繊維方向に平行なせん断試験 

試験は、せん断破壊面が繊維方向と平行になるように行った。 試験中の荷重速度は

0.64mm/min と一定であった。試験片は一辺が 30mm の立方体である。最大荷重時のせん

断応力は、以下の式により算出した。 

 

せん断強度 = 𝐹/𝐴 

ここで 

F = 最大荷重（kg） 

A = 断面積（cm2） 
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v) 繊維方向と平行な引張試験 

試験片の最小断面での実寸を測定したのちに、引張破壊が最小断面で起こるように、繊

維方向に平行な引張力を付加した。試験片の両端をグリップで保持した（写真 ）。荷重は、

試験片が荷重開始から 1.5～2 分で破断するように、一定の荷重速度で試験片に加えられた。 

最大荷重時の引張応力は、以下の式で算出した。 

 

引張強度 = 𝐹/𝐴 

 

ここで、 

F = 最大荷重（kg） 

A＝断面積（cm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 23 マホガニーの繊維方向に平行な引張試験 

 

 

 

 表 IV-12に、試験結果を示す。数値はそれぞれの試験木の平均値である。 
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表 IV-12 インドネシアの人工林樹種の材質の試験結果 

樹種 

曲げヤン

グ係数 
曲げ強度 

繊維方向

に平行な

圧縮強度 

繊維方向に

平行なせん

断強度 

繊維方向

に平行な

引張強度 

気乾密

度 

kg/cm2 g/cm3 

ジャボ

ン 

tree 1 68830.39 632.93 269.75 74.85 595.45 0.45 

tree 2 59434.53 535.57 239.64 84.06 618.47 0.44 

tree 3 59434.53 550.02 277.74 81.91 622.30 0.43 

                

マホガ

ニー 

tree 1 52810.12 680.34 267.75 140.69 610.87 0.65 

tree 2 55474.96 614.28 296.18 121.38 716.74 0.61 

tree 3 64081.98 615.73 296.52 119.58 829.92 0.56 

                

メリア 

tree 1 59687.64 741.68 326.20 141.38 908.13 0.61 

tree 2 54809.94 387.85 209.65 67.75 754.85 0.56 

tree 3 60162.63 486.65 247.89 88.76 658.18 0.55 

                

ゴム 

tree 1 58140.89 675.36 287.55 108.26 734.77 0.73 

tree 2 95242.11 898.32 339.70 131.26 998.89 0.71 

tree 3 95910.28 975.33 334.06 140.13 857.54 0.76 

                

アカシ

ア・マ

ンギウ

ム 

tree 1 57986.44 538.20 232.81 88.87 963.62 0.55 

tree 2 78148.22 690.83 312.24 103.69 847.71 0.62 

tree 3 78207.14 762.86 332.12 88.96 812.75 0.71 

                

センゴ

ン 

tree 1 52877.55 485.51 200.27 63.24 464.39 0.34 

tree 2 43848.90 381.91 197.46 57.23 437.11 0.30 

tree 3 37717.21 304.50 150.42 49.02 349.02 0.31 
        

 

 

表 IV-13 にインドネシア人工林材の樹種の材質とスギの材質を比較する。今回の調査で

は、ばらつきについて十分検証するに至らなかったが、センゴンのみはスギよりもやや軽軟

であるものの、それ以外の樹種は比重、強度ともにスギと同等もしくはスギよりも高い値を

示していた。 
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表 IV-13 インドネシア人工林樹種とスギの材質比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ. 株式会社シェルターによる材質試験 

株式会社シェルターにおいて、日本において入手可能なゴムの集成材、インドネシアにお

いて入手したセンゴン及びマホガニーのサンプルについて、各種試験を行った。試験項目は

下記の通りである。 

 

i) 密度測定、含水率試験 

①試験項目：密度測定（見掛け密度、かさ密度等）、木材含水率試験 

   ②試験規格：JIS Z 2101 : 2009 木材の試験方法 含水率及び密度の測定に準拠 

③試験方法： 

＞密度：密度は次の式による。 

 

               ρ=ｍ／Ⅴ 

 

ここに、ρ：密度（g/㎤） 

ｍ：試験体の質量（g）、 

Ⅴ：質量測定時の試験体の体積（㎤） 

   ＞含水率：試験体の乾燥前の質量（ｍ₁）を測定する。次に、試験体を換気の良好

な乾燥機において 105℃で乾燥し、恒量に達した時の質量（ｍ₂）を 測

定する。含水率は次の式によって算出する。 

 

                              ｕ＝（ｍ₁-ｍ₂／ｍ₂）×100 

 

        ここに、ｕ：含水率（％）、 

ｍ₁：乾燥前の質量（g）、  

　　　　　　　　　ｍ₂：乾燥後の質量（g） 
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ii)  曲げ試験  

①試験項目：曲げ試験（曲げＡ試験） 

       試験片又はモデル試験体の作成通直の集成材で等断面のものにあっては、

各試料集成材をそのまま用い、試験時の試験片の含水率は 12％を標準と

する。 

 

②試験の方法：図 IV-15 に示す方法によって、比例域における上限荷重及び下限荷

重、これらに対応するたわみ、並びに最大荷重を測定し、曲げヤング係数

及び曲げ強さを求める。 

        (注) １ スパンは、試料集成材、試験片又はモデル試験体の厚さの 18

倍以上とする。 

          ２ 曲げヤング係数及び曲げ強さは、それぞれ次の式により算出す

る。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

△Ｐは、比例域における上限荷重と下限荷重との差（Ｎ） 

△ｙは、△Ｐに対応するスパン中央のたわみ（㎜） 

ℓは、スパン（㎜） 

Ｓは、荷重点間の距離（㎜） 

ｂは、試料集成材、試験片又はモデル試験体の幅（㎜） 

ｈは、試料集成材、試験片又はモデル試験体の厚さ（㎜） 
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図 IV-15 曲げＡ試験又は化粧ばり構造用集成柱の曲げ試験 

 

 

iii) ゴム材の曲げ試験とせん断試験結果  

ゴム材の曲げ強度確認のため、日本で入手可能なラバーウッドフリー板より切り出した

小試験片（30mm×40mm）の曲げ試験を行った。試験方法は JAS 規定のフィンガージョ

イント曲げ試験で、試験体寸法は高さ 30mm×幅 40mm(b)×スパン 660mm であり、使用

接着剤はメラミン樹脂接着剤（現地製造フリー板）であった。 

曲げ試験状況を写真 24に、木破の状況を写真 25に、曲げ試験結果を表 IV-14 に示す。 

 

 

表 IV-14 ゴム材の曲げ試験結果 

 

 

 

 

  

Ｌ：試料集成材、試験片又はモデル試験体の長さ 

ℓ ：スパン 

ｈ：試料集成材、試験片又はモデル試験体の厚さ Ｓ：荷重点間の距離 

ｂ：試料集成材、試験片又はモデル試験体の幅 

64



 JIFPRO令和４・途上国森林ナレッジ活用促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 24 ゴム材の曲げ試験状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 25 ゴム材試験の木破の状況 

 

ラバーウッドフリー板の曲げ強度は、集成材の日本農林規格 表 10 目視等級区分ラミ

ナの強度性能の基準の樹種群 D（ラジアタパイン、ベイツガ） 2 等の曲げ強さ（平均値

42.0MPa、下限値 31.5MPa）に相当することが確認できた。しかしながら、破壊性状がフ

ィンガージョイント部で抜け、木部破断率が 5～60％と大きく、メラミン樹脂接着剤では構

造用に適さないことが確認できた。 

 

  さらにラバーウッドフリー板のせん断強度確認を行った。使用接着材はレゾルシノール 

樹脂接着材である。試験体寸法は、高さ 30mm×幅 120mm×スパン 660mm である。 

  表  Ⅳ-15 にせん断試験結果を示す。 
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ゴム材をレゾルシノール樹脂接着剤で接着した場合のせん断強さは、集成材の日本農林

規格第５条  構造用集成材の規格における、ラジアタパイン、ベイツガのせん断強さの基準 

6.6MPa 以上を確認できた。一方、木部破断率は 65％以下であった。接着を重ねることで 
木部破断率の改善は可能と思われる。   

 

iv)    センゴン及びマホガニーの密度、含水率、曲げヤング係数及び曲げ強さ 

  今回の調査により現地で入手したセンゴン及びマホガニーのサンプルの密度、含水率、曲 
げヤング係数及び曲げ強さを、山形県工業技術センターに依頼し試験した。その結果を表 

IV-16 から表  IV-18 表  に示す。 

 

表 IV-16 センゴンの密度及び含水率の試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 IV-17 マホガニーの密度及び含水率の試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 IV-15 レゾルシノール樹脂接着材で接着したゴム材のせん断試験結果 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

0.26

0.26

0.36

10.7

10.5

10.2

10.9

11.3

11.5

10.7

試験片
密度

（g/㎤）

含水率

（％）

センゴン

0.34 10.7

0.27

0.25

0.36

0.26

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

10.2

11.2

10.7

マホガニー
0.54

0.62

0.57

0.59

0.54

11.4

10.6

10.8

10.8

9.9

0.52

試験片
密度

（g/㎤）

含水率

（％）

0.53

0.50
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表 IV-18 センゴン及びマホガニーの曲げヤング係数及び曲げ強さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 試験の結果、曲げヤング係数は、マホガニーでは平均で E85 程度、センゴンは平均で E65

であった。また、曲げ強度はマホガニーでは平均で 90N/mm2 程度、センゴンでは平均で

57N/mm2 程度であった。 

 

 

5) 活動５.可能性分析 

ア．インドネシア来日ミッション面談 

 2022年 8月 5日に、インドネシア環境林業省のインドネシアへの林業分野の投資促進の

ための来日ミッションとの面談・ディスカッションを行った。 

 

 i) 日時 2022年 8月 5 日 15:30～16:30 

  ii) 場所 在日本インドネシア大使館 

 iii) 参加者  

＜インドネシア側＞ 

    ・環境林業省持続的森林管理総局長 アグス・ジュスティアント氏 

    ・インドネシア木質パネル協会（APKINDO）理事 グナワン・サリム氏 

 ・ボゴール農科大学森林学部長  ナレスウォロ・ヌグロホ教授 

 ・インドネシア森林コンセッション協会 ソワルソ氏 

 ・ムラワルマン大学森林学部長  ルディアント・アミルタ教授 

 ・ガジャマダ大学森林学部  ラティヒ・セプティアナ研究員  

＜日本側＞ 

 ・（株）シェルター 安達広幸常務取締役 

 ・JIFPRO  高原専務理事 

・JIFPRO  山本研究員 

  

① 20.02 20.16 71

② 20.13 20.56 81

③ 20.07 20.32 39

④ 20.06 20.36 37

⑤ 20.63 20.17 71

⑥ 20.13 20.15 93

⑦ 20.51 20.05 101

⑧ 20.06 20.10 95

曲げ強さ

（Mpa)

センゴン

マホガニー

7.5

8.8

9.1

試験片
見掛けの曲げヤング係数

（Gpa)

厚さ

（㎜）

幅

（㎜）

4.8

4.7

7.2

8.6

8.8
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 iv) 内容 

  日本側より、本実証調査の予定と（株）シェルターの技術についてプレゼンテーション

を行った。インドネシアミッションより、ローカル樹種を使うアイデアは良いことであり

このような調査を歓迎すること、インドネシアでは木材利用として様々な樹種があるこ

と、シロアリ等耐久性の問題については注意する必要があるなどのコメントがあった。 

 

 

イ．国際セミナーの開催 

日本のナレッジである（株）シェルターの耐震・耐火木造建築技術をインドネシアにおい

て周知するとともに、ナレッジモデル「地域住民による生産材を用いた耐火・耐震建築によ

る都市の木造化」の可能性分析に資するため、インドネシアの関係者とともに国際セミナー

をジャカルタで開催した。なお、本セミナーにおいては、インドネシア側の関係者である公

共事業・住宅省の主たる政策が、特に低所得者層向けの住宅の確保にあるため、耐震・耐火

木造住宅にフォーカスしたものとなった。 

 

i) セミナーのタイトル 

  「日本のシェルター社の技術を利用した耐震・耐火木造建築をインドネシアで推進する

ための国際セミナー」 

 

ii) 目的 

➢ （株）シェルターの有する耐

震・耐火木造建築の技術を、

インドネシアの関係者と共有

すること 

➢ インドネシアにおける耐震・

耐火木造建築の技術導入に関

連する政策や法令規則を明ら

かにすること 

➢ インドネシアの造林木の耐

震・耐火木造建築への利用可

能性を評価すること 

➢ （株）シェルターの耐震・耐

火木造建築技術のインドネシ

ア建設市場への導入の実現可

能性を評価すること 

図 IV-16 国際セミナーのポスター 

iii) 日時 2023年 2月７日（火） 9:00～16:00 
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iv) 場所 インドネシア国環境林業省コンパウンド内 APKINDO会議室（ジャカルタ） 

v) 主催 インドネシア製材木工業協会（ISWA） 

     （公財）国際緑化推進センター（JIFPRO）共催 

 

vi) 参加者  中央政府及び地方政府関係者、木材業界・建設業界関係者、技術者等が全

国から参加。会場参加約 30 名、ウェブ参加約 120名 計約 150 名（別添） 

 

vi)  プログラム 

⚫  開会あいさつ：Mr. Suharyanto ISWA 専務理事 

              〃        ：高原  繁  JIFPRO 専務理事 

⚫  基調講演：  環境林業大臣  Dr. Siti Nurbaya（持続的森林管理総局長代読） 

⚫  発表 

・Dr. Agus Justianto  環境林業省持続的森林管理総局長 

「住民造林による木材の供給可能性」 

・Mr. Dani Chayadi  公共事業・住宅省人間居住総局「耐震性住宅の構造設計」 

・Dr. Maryoko Hadi  公共事業・住宅省住宅総局「耐震性住宅について」 

・Dr. Danis Sumadilaga  インドネシア技術士会 
  「耐震・耐火木造建築の建設に関する技術実践分野での人材協力」 

・安達広幸氏 株式会社シェルター常務取締役 

「（株）シェルターの耐震・耐火木造建築技術」 

  ・Mr. Gavin Rixon 英国 GTLインターナショナル CEO 

        「耐震性基礎のソリューションとしての GTL社ヘリカルパイル」 

・Dr. Wayan Darmawan ボゴール農科大学林産学科教授 

「地場産材の加工技術の研究」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 26 国際セミナーの模様 
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vii)  セミナーでのディスカッション 

・人工林資源は充実しつつある。住民植林の面積はジャワ島が一番多い。ただ、樹齢が

若く、径級が小さいものが多く、材質や等級などもそろっていない。強度の強化や耐

久性付与などの技術支援が必要 

・耐震基準は、インドネシアの建築法、さらには国家規格（SNI）として整備されてき

ており、順次改訂を経ている。 

・インドネシアでも耐震性のある住宅設計の開発などは行われており、木造の採用も検

討しているが、実施には至っていない。 

・基準や技術があっても、実際の建築に反映されていない（直近の西ジャワでの地震災

害）。人々は地震によって犠牲になっているのではない、インフラが脆弱なため犠牲

になっている。 

・人々の間には木造を好まず、コンクリートでなくてはいけないという「思い込み」が

ある。 

・耐震技術については、利用可能性、持続可能性（持続可能な住民林業からの木材利用

など）、入手可能なコスト、簡便性が必要である。 

・価格の問題について、（株）シェルターの技術は、インドネシアの木材資源を使って

インドネシアで建設しようとするものであり、日本の（高価）な製品を持ち込むのと

は異なる（シェルター安達氏コメント）。 

・セミナーにとどまらず、実装にむけてアクションを起こすことが重要。 

・建築物に木材を使用し、また、耐久性を高めることで、森林を守ることにもつながる。 

・耐震建築のコンソーシアムができており、そういった枠組みと連携することも重要。 

・耐震性のあるアイコニックシティーを全国で作っていくようなアイデアもある。 

 

 viii) 結論（インドネシア側によるとりまとめ） 

 ＜課題分析＞ 

  ・建築の耐震性が、政策課題として十分認識されていない。 

  ・地震多発地帯は、比較的肥沃で人口が多い地域であり、地震災害が今後も続く懸 

念。 

  ・地震に対する脆弱性として、①社会の不均衡と発展レベルの低さ、②政治的安定性、

保健サービス、インフラの欠如、③キャパシティ（教育、研究、防災）の不足、の 3

点で評価すると、日本は脆弱性が低いのに対し、インドネシアは依然として高く、こ

れらのギャップを埋めることが必要。 

  ・耐震建築に関する専門家が不足。 

  ・耐震性の基準はあるが、その適用のための資源の動員（resource mobilization）が 

課題。 

  ・木造建築のための人工林資源は十分にあるが、定量的な試験・研究を進めていくこと

が必要。 
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  ・耐震建築の経済的フィージビリティについては、相乗効果や外部性を考慮して、総合

的に評価することが必要。 

 

＜提言＞ 

  ・地震多発地域のマッピングと、そのような地域での伝統的な知恵と先進技術による耐

震建築の教育・普及啓発活動 

  ・地震多発地域における耐震性モデル住宅の建築 

  ・耐震性木造住宅（建築）に関する技術移転 

  ・耐震・耐火木造住宅（建築）を推進するための政府機関を始めとする国内外の関係機

関の協働（環境林業省＜KLHK＞、公共事業・住宅省＜PUPR＞、研究革新庁＜BRIN

＞、インドネシア技術者協会＜PII＞） 

  ・インドネシアにおける耐震・耐火木造住宅（建築）のコスト分析 

  ・耐震・耐火木造住宅（建築）の推進のための関係者間の協働の場として耐震性住宅コ

ンソーシアムの活動強化 

  ・耐震性住宅に関する地域住民のマインドセットを変える取組 

 

 

ウ．可能性分析まとめ 

 活動を通じた可能性分析について、とりまとめて本節にて記述する。 

 本ナレッジ活用モデルは、日本の耐震・耐火木造建築技術（（株）シェルターの技術）を

インドネシアに導入し、住民植林材を用いて耐震・耐火木造建築を建設することにより、一

方では持続的森林管理や気候変動に貢献するとともに、他方では住民の安全・安心等に貢献

することを想定しているものであるが、時間的制約から、本事業の期間内に実際に耐震・耐

火木造建築を建てることまでは想定しておらず、政策や、森林資源・加工・流通・建築の実

態の観点からの可能性調査を行うとともに、インドネシアにおけるセミナーを通じて、本事

業成果の日本のナレッジのインドネシア関係者間での共有を図り、実現に向けた道筋を開

くことである。そのような観点から、各側面について、次のように取りまとめる。 

 

i) 政策との整合性 

＜森林政策＞ 

 インドネシアでは森林の減少・劣化が依然として続いており、これが温室効果ガスの排出

源として大きな割合を占めている。また、森林減少・劣化による天然林資源の減少が顕著で

あり、インドネシアでは政策的に木材利用を天然林資源から人工林資源にシフトしている。

これに応じて、木材産業も天然林資源をベースにするものから人工林資源をベースにする

ものに移行してきている。 

 また、2022 年に打ち出された同国の森林土地利用分野の気候変動対策においても、天然

林から人工林のシフトが明確に打ち出されており、その中でも住民造林が対策の柱の一つ
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として打ち出されている。現地調査からも、実際に住民造林による人工林資源が充実してき

ていることが裏付けられた。 

 このようなことから、本ナレッジ活用モデルは、同国の森林政策と高い親和性があること

が裏付けられた。 

 さらに、持続的に管理された木材による木造建築の推進は、建築物中に炭素を蓄積するこ

とから地球温暖化防止へ貢献する施策である。我が国においては、このような木材利用を通

じた炭素蓄積効果は、伐採木材（HWP：Harvested Wood Products）の吸排出量の計算を

通じて定量的に評価され、気候変動枠組条約下でのインベントリ報告中に含めているとこ

ろである。一方、インドネシアは、同国の「国が決定する貢献」（NDC: Nationally Determined 

Contribution）には、HWP を含めておらず、現状では HWPをカウントする仕組みを有し

ていないところであるが、これは同国の林産物が現在、殆どが輸出向けであり、かつ半減期

の短い紙・パルプ用であることに起因すると考えられる。将来的には、同国における木造建

築の普及を通じた HWPによる炭素蓄積効果のポテンシャルは大きいものと考えられる。 

 

＜建築政策＞ 

 建築関係の政策を見ると、建築物の耐震・耐火基準については、インドネシアの建築法、

国家規格（SNI）において既に規定されている。しかしながら、直近の 2022年の西ジャワ・

チアンジュールでの地震災害に見られるように、依然として耐震基準が一般の建築に浸透

していない状況が見られている。このため、本ナレッジ活用モデルを通じて、実際に耐震建

築の普及を図っていくことの重要性が確認された。 

 公共事業・住宅省の政策を見ると、建築関係の政策は、低所得者層向けの住宅の供給が柱

になっているように見受けられた。住宅供給においては、耐震性のある木造住宅のモジュー

ルも作られているが、これらが実際に広く適用されるまでには至っていない。また、商業建

築や非住宅建築物に関しては、今回の調査の範囲内では政策的アジェンダは確認できなか

った。 

今回の活動を通じて、環境林業省や公共事業・住宅省関係者に、耐震・耐火木造建築技術

の可能性の認識を高めることに貢献したのではないかと考えられ、今後の政策展開に期待

するところである。 

 さらに、インドネシアは現在の首都ジャカルタを東カリマンタンのバリクパパン周辺に

移転することを既に決定しており、新首都を“Forest City”とすることとしている。地域の住

民造林による持続可能な木材資源を用いた木造建築を、新首都に建築することができれば、”

Forest City”の施策にそぐうシンボリックな建築物になると考えられる。 

 

ii) 森林資源及び加工流通の実態 

 ジョクジャカルタにおける調査結果では、周辺におけるチーク、マホガニー、センゴンを

主たる樹種とする住民造林の資源は、面積としても大きく、充実しつつあることが確認でき

た。ジョクジャカルタではゴム林はないとのことであったが、文献調査でかなりのゴム材利
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用資源があるとされており、また、ジャカルタの木材工場で、相当量のゴム材の入荷を確認

しており、ゴム材についても資源的には十分あると考えられた。 

 一方、素材の形状を見ると、特にゴム材については、あるいはその他の樹種についても日

本のスギ・ヒノキと比べ、曲がり材が多い。また、造材についても、1.3m や 2.6m といっ

た短い造材が多く、3m を超える造材は調査の範囲では見当たらなかった。また、聞き取り

では乾燥によるねじれも見られるとのことである。径級についてもバラツキが多いように

見受けられた。 

 加工流通状況について、ジョクジャカルタの調査からは、住民造林をベースとしたランチ

ボックス加工、製材、合板・ブロックボード工場と、多様性のある加工インフラがあり、住

民造林材が、活発に搬入されていることを確認した。 

 また、今回の直接の調査対象にはなっていないが、インドネシア国内には、LVL やグル

ーラム、CLT などのエンジニアードウッドの製造会社も存在することが確認できた。 

 以上のことから、住民造林による森林資源及び加工流通キャパシティは、地域差はあるも

のの、耐震・耐火木造建築用の建築部材を十分供給可能であることが確認できた。 

 なお、住民造林からの素材の特徴から、中高層木造建築には、ある程度サイズの大きな無

垢製材の供給は容易ではないことが伺われ、LVL や集成加工を行った部材の使用を検討し

た方が良いと思われた。 

 

iii) 建築制度及び施工実態 

 インドネシアにおいて耐火基準や耐震基準が整備されていることが確認できた。なお、耐

震基準については米国の基準をモデルとしていると考えられる。 

 しかし、実際に施工されている一般住宅等では、依然として耐震基準を満たしていないも

のがあることが伺える。ガジャマダ大学の聞き取りにおいても、2006 年の中部ジャワ地震

からの復興において、改善はみられるものの、依然として耐震性は不十分であるとの情報で

あった。 

 研究・開発としては、木造を含む耐震住宅のプロトタイプは既に開発されている。しかし、

木造については、住民の間に木造住宅は貧しい人のものであるとのマインドセットが強い

とのことであり、浸透していない。この点について今後変化を促していくことが必要である

と考えられる。 

 

iv) 技術適合調査 

 インドネシアの主要な人工林樹種の材質試験を行った結果、今後個体ごとのバラツキに

ついてさらに検証する必要があるものの、センゴンについてはスギよりもやや軽軟である

以外は、スギとおおむね同等か、それよりも高い強度を示していた。いずれにせよ、強度等

の材質について値について今後サンプル数を増やして把握し、設計に反映することで、構造

用部材として使用可能と考えられた。 

 エンジニアードウッド製造の際の接着については、インドネシアでは内装用として製造
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されている製品が多く、構造用の部材としては適切な接着剤や接着方法の選択が必要であ

ると思われた。 

 

v) まとめ 

 本ナレッジ活用モデルは、下記の点から、実現可能性が高いものと考えられる。 

➢ インドネシアにおける住民造林による人工林資源が充実しつつあること、 

➢ これらの人工林資源を加工するインフラ（製材工場、エンジニアードウッドの製

造工場）もあり、構造用木質部材の供給が可能であると考えられること、 

➢ インドネシアの建築技術として、耐震性木造住宅の研究もおこなわれているが十

分でなく、また、耐震建築自体の広がりも不十分であり、耐震・耐火木造建築技

術は、建築分野においても技術上のミッシングリンクを埋めるものと考えられる

こと 

➢ 住民造林の推進による持続的森林管理の推進、気候変動対策の推進、耐震建築の

普及といったインドネシアの政策課題との親和性が高いことが確認できたこと 

 

 一方、コストの点について、本ナレッジ活用モデルは、現地適用性の高い技術を用いて、

現地の木材資源、その他の資源を用いて行うものであり、単純な日本の技術や製品の移転よ

りもコスト優位性があると考えられるが、さらなる検証が必要である。 

 技術的には、人工林材の材質及び構造用部材の製造について更なる検証を行うとともに、

シロアリ対策について現地大学等と連携して、適切な対策を見出す必要があると考えられ

る。 

 さらに、一般住宅について、住民の間には木造住宅より、RC構造の住宅を好むというマ

インドセット（思い込み）があるとのことであり、この要因についてはさらなる分析が必要

であるが、低所得者層向けの住宅からスタートするのではなく、まずは、商業建築やシンボ

リックな非住宅建築物で優れたデザインの木造建築を導入し、木造建築に対する現在のイ

メージを変えていくことが必要と思われた。 
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8. 結果の考察 

1) 計画との差 

 特に当初の計画・見込みと大きな乖離は生じなかった。ただ、当初、無垢製材を利用した

建築を考えていたが、現地の素材の特徴や現地の加工技術の現状から、LVL や集成材など

のエンジニアードウッドを用いた建築を検討した方が良いと考えられる。また、対象とする

建築は、低所得者向け住宅を最初のターゲットとするのではなく、商業建築などの非住宅建

築や富裕層向けの住宅における導入を目指し、木造に対するマインドセットを変えていく

ことが必要と思われる。 

 

 

2) ナレッジ活用モデル（案） 

 本事業によるナレッジ活用モデルとして、図 IV-17 のようなモデルを提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 IV-17 インドネシアにおけるナレッジ活用モデル 

「地域住民による生産材を用いた耐火・耐震建築による都市の木造化」 
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3) 森林保全と住民の生計向上への貢献・波及効果 

 

表 IV-19 森林保全と生計向上への寄与一覧表 

ナレッジ 保全 生計 概要 

① 木造建

築技術

全般 

〇 

 

 

〇 

 

 

住民造林による木材資源を活用し、インドネシア国内の

建築に利用することにより、木材資源の有効活用が図られ

るとともに、天然林の保全、荒廃地の復旧、森林の持続的

管理、地域住民の生計向上に資する。 

また、地域の製材業等木材産業の活性化が図られ、地域

住民の雇用確保にも貢献する。 

② KES構

法の技

術 

△ 〇 

 

 

 地震多発国であるインドネシアにおいて、現地適用性の高

い木造による耐震性のある建築物が可能になることにより、

住民の安全・安心に寄与する。 

③ Cool 

Wood

の技術 

△ 〇 

 

現地適用性の高い木造による耐火性のある建築物が可能に

なることにより、地震の際等の火災被害を軽減し、住民の安

全・安心に寄与する。 

 

4) 気候変動の緩和・生物多様性保全への貢献・波及効果 

本ナレッジ活用モデルを通じ、住民造林の人工林資源の活用が図られれば、天然林の減

少・劣化の防止とともに、政府の方針となっている荒廃地への住民造林の拡大が図られ、温

室効果ガスの吸収・排出削減に資するとともに、天然林における生物多様性の保全にも資す

る。また、木造建築の推進による炭素蓄積が図られる。 

 

5) その他の影響・波及効果 

インドネシアにおいては、もともと伝統的な木造建築が存在しており、本ナレッジ活用モ

デルを通じ、伝統技術の再発見という波及効果が期待できる（セミナーの結果参照）。 

インドネシアにおける、様々な樹種からなる木材利用技術の高度化が図られる。 

 

6) 新型コロナ感染症の影響 

調査期間中に、移動や経済活動は、ほぼ平常に復してきており、大きな影響は見られなか

った。 
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9. 教訓 

 本調査において、特に国際セミナー実施と現地における調査においては、幅広い関係者へ

のコネクションを有する現地コーディネータである Dr. Hiras Sidabtar とセミナーの共催

者であるインドネシア製材木工業協会（ISWA）によるところが大きかった。今後の展開に

ついては、適切なインドネシア側パートナーと協力関係を構築していくことが重要である

と考えられる。 

 この点で、セミナーの実施や現地調査を通じて、現地の政府関係者、企業、大学等とのコ

ンタクトを持つことができ、これらが今後の展開にとって重要になってくると考えられる。 

 

10. 提言と今後の課題 

ア．インドネシアにおける耐震・耐火木造建築物の建築に向けた取組 

 今回実施した実証調査の反響として、インドネシア公共事業・住宅省マルヨコ氏（国際セ

ミナー発表者）から、東カリマンタンの新首都「ヌサンタラ」において、10 階建ての木造

住宅、木造スタジアム、木造空港施設建設の構想があり、現在、2025～2026 年の着手をに

らんでステークホルダーを特定しつつある旨の情報が寄せられた。 

また、これに関連して首都移転計画に参入予定と思われる大手有力企業より関心が寄せ

られ、日本への訪問希望も表明されている。これにより、日本のナレッジである耐震・耐火

木造建築の実装に向けた連携を進めていくことを検討する。 

具体的には、インドネシア側関係者の（株）シェルターや各地の建築施設訪問調査、相手

国来日者への紹介や説明等 、インドネシア国内の連携企業や団体等の特定にかかる調査、

インドネシアの首都移転予定地の調査などを進めていくことを検討する。 

 

イ．開発途上国における耐震・耐火木造建築の導入の拡大  

 今回の実証調査により、耐震・耐火木造建築に対するインドネシア側関係者の関心が高い

ことが分かった。環境的側面、防災的側面のほか、インドネシアでは、上位中所得国になる

までの経済発展を続けてきており、これまでの輸出依存型の森林・木材産業から、国内の木

材需要喚起という転換期にも来ていることが伺えた。 

 他方、他の途上国をみてみても、一般的に建築への木材使用は一般的であるとは言えない。

最近発生したトルコ・シリア大地震においても耐震性が不足する RC 等の建築物の倒壊に

よる被害が大きいことが報道されている。中高層を含む木造建築は、日本を含む先進国では

かなり一般的になってきているが、特に耐震・耐火技術で高いレベルを有する日本の木属建

築技術を開発途上国で広く展開することは、グローバルなレベルでの環境貢献、防災貢献の

点から今後の検討に値すると考えられる。 
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